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平成26年度 平成25年度

企 画 部 6,751,128 6,488,724

<企 画 政 策 局>
○26 ○25

企 画 総 務 課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 企画事務事業 ○単 28,276 25,775 政府に対する制度改正等の提案・要望及び県政の調査調整

に要する経費

2. コスモパーク加太対策 671,861 662,826 コスモパーク加太の一部を賃借し、企業誘致用地や防災対

事業 ○単 策用地として利活用を図るために要する経費

Ⅱ 計 画 調 査 費

1. 県勢活性化企画調整事 10,100 10,100 県勢活性化につながる新たな施策の立案や施策化に必要な

業 ○単 調査・検討を行うために要する経費

2. 大学の地域貢献支援事 3,876 4,876 県内の高等教育機関が共同で行う地域の活性化のための研

業 ○単 究や公開講座に対し支援するために要する経費

3. 和歌山大学南紀熊野サ 3,814 3,800 紀南地域の高等教育環境の充実のため、南紀熊野サテライ

テライト運営支援事業○単 ト連携協議会を通じ和歌山大学南紀熊野サテライトを支援

するために要する経費

文 化 国 際 課
Ⅰ 一 般 管 理 費

1. 県民文化会館機器整備 24,953 24,953 県民文化会館の舞台関係機器等の整備に要する経費

事業 ○単

2. 南方熊楠顕彰事業 ○単 9,082 10,348 （公財）南方熊楠記念館の事業補助に要する経費

3. 文化振興事業委託事業○単 52,128 57,665 文化振興事業の委託に要する経費

4．○新南方熊楠記念館整備 34,589 － （公財）南方熊楠記念館が運営する南方熊楠記念館の再整

事業 ○単 備を支援するために要する経費

Ⅱ 諸 費

1. 和歌山県文化関係表彰 8,882 5,910 和歌山県文化表彰（文化賞、文化功労賞、文化奨励賞）及

事業 ○補 び名匠表彰に要する経費

2. 第68回県展事業 ○単 13,581 13,324 本県の美術文化振興を図るため、第68回県展の開催に要す

る経費

3. 文書館管理運営事業 ○単 16,324 16,491 歴史資料として重要な古文書・行政文書を収集・保存し、

調査研究等を行う文書館の管理運営に要する経費

4. 語学指導等外国青年招 13,173 13,173 国際化社会に対応するため、外国青年の招致等、外国語教

致事業 ○単 育の充実及び地域における国際交流の推進に要する経費

5. 友好（姉妹）提携等交 21,000 28,000 中国山東省、スペインガリシア州等の友好（姉妹）提携先

流推進事業 ○単 をはじめとする諸国と観光、経済、文化など幅広い分野で

交流を深め、相互の発展を促進するために要する経費

6. 和歌山県国際交流セン 41,966 40,800 国際交流センターの管理運営を指定管理者に委託すること

費経るす要に託委理管営運持維ータ

事業 ○単

7. 渡航事務受託事業 ○単 26,482 27,814 旅券の発給及び海外渡航情報の提供に要する経費
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8. 文化・スポーツ振興助 30,242 30,270 文化・芸術・学術・スポーツ等に係る国際大会から草の根

成事業 ○単 レベルまで様々な取組に対する支援に要する経費

9．文化芸術地域活性化事 6,451 3,785 県民がメディア芸術等の多彩な文化芸術に接する機会の提

業 ○補 供に要する経費

10. ○新空海シンポジウム事 6,982 － 高野山の開創1200年を控え、改めて弘法大師空海の偉業と

業 ○単 人物に光をあて顕彰するため、東京においてシンポジウム

開催に要する経費

11. ○新日・スペイン交流 12,097 － 日・スペイン交流400周年と「紀伊山地の霊場と参詣道」

400周年事業 ○単 世界遺産登録10周年を記念し、実施する記念事業・プロモ

ーションに要する経費

12. ○新山東省友好提携30周 9,372 － 中国山東省との友好提携30周年を記念し、代表団の派遣・

年記念事業 ○単 受入や記念事業の開催に要する経費

13. ○新在伯和歌山県人会連 6,359 － 在伯和歌山県人会連合会創立60周年記念式典開催に際し、

激を弟子び及者住移、し問訪をルジラブが団問訪県山歌和事念記年周06立創会合

業 ○単 励、交流を深めるために要する経費

調 査 統 計 課
Ⅰ 統 計 調 査 費

1. 労働力調査事業 ○受 10,264 10,269 国民の就業状態や就業者の産業別構成の変化等を調査し、

雇用・失業対策等の基礎資料を得るために要する経費

2. 家計調査事業 ○受 18,491 18,461 家計の実態を調査し、国民生活における家計収支の分布と

構造及びその地域的差異を明らかにし、経済政策や社会政

策を立案する基礎資料を得るために要する経費

3. 工業統計調査事業 ○受 7,554 7,358 製造業の事業所について、その実態を明らかにし、工業に

関する基礎資料を得るために要する経費

4. 毎月勤労統計調査事業○受 13,543 13,543 主要産業の事業所について、給与、雇用状況、労働時間を

調査し、景気判断や各種政策決定等の資料を得るために要

する経費

5. 平成26年経済センサス 54,677 － 事業所及び企業の活動状態を調査し、従業者規模等の基本

、にもととるすにから明を造構的調計統業商・査調礎基 商業の実態を明らかにし、

査事業 ○受 商業に関する施策の基礎資料を得るために要する経費

6. 2015年農林業センサス 62,718 － 農林行政に必要な農業及び林業に関する基礎資料を得るた

事業 ○受 めに要する経費

7．平成26年全国消費実態 28,756 － 国民生活の実態について、総合的に調査し、全国及び地域

調査事業 ○受 別の世帯の消費・所得・資産に係る水準、構造等に関する

基礎資料を得るために要する経費

8. 平成27年国勢調査準備 12,010 － 平成27年調査の調査員担当区域を明確にし調査の正確を期

（調査区設定等）事業 ○受 するとともに、調査結果の集計及び各種統計調査の実施の

基礎資料を得るために要する経費

情 報 政 策 課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 行政情報化推進事業 ○単 81,842 83,023 電子申請や電子収納などのシステム運用、総合行政ネット

ワークへの接続など行政情報化の推進に要する経費

2. 庁内システム運用管理 228,635 253,542 大型汎用コンピュータシステムの運用・維持管理、各シス

事業 ○単 テムの開発・改修に要する経費
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Ⅱ 計 画 調 査 費

1. 情報交流センターＢｉ 260,219 203,395 Ｂｉｇ・Ｕの指定管理者による施設運営及び館内情報シス

ｇ・Ｕ運営管理事業 ○単 テムの運用保守に要する経費

2. 行政ネットワーク基盤 605,768 596,674 県域情報ハイウェイ「きのくにｅ－ねっと」及び行政情報

運用管理事業 ○単 システムの運用・管理に要する経費

3. 携帯電話等エリア整備 49,772 51,766 携帯電話の不感解消を図るため、携帯電話用鉄塔施設整備

事業 ○補 事業を行う市町村の補助に要する経費

4. 市町村の自治体クラウ 1,000 1,000 市町村が保有する情報システムのクラウド化及び共同化を

ド推進事業 ○単 推進するために要する経費

5. ラジオ通じるプラン事 2,000 5,000 災害時において重要な情報収集手段となるラジオ放送の受

業 ○単 信環境の改善に要する経費

<地 域 振 興 局>

地 域 政 策 課
Ⅰ 計 画 調 査 費

1. 地域政策推進事業 ○単 28,800 30,350 振興局が地域の実情にあった独自の施策を展開する「振興

局政策コンペ事業」及び各団体等の地域づくりを支援する

「地域・ひと・まちづくり補助事業」に要する経費

2. 地域づくり活動支援事 8,113 8,655 県内で活動している地域づくり団体等の自主的、主体的な

業 ○単 地域づくり活動を支援するために要する経費

3. わがまち元気プロジェ 20,000 20,828 地域資源を活用した新たな産業づくりやスポーツを核とし

クト支援事業 ○単 たまちづくりに取り組む市町村の支援に要する経費

Ⅱ 土地利用対策費

1. 土地利用調整事業 ○単 4,771 8,805 国土利用計画法と土地利用基本計画の運用に要する経費

2. 地価調査事業 ○単 19,452 18,918 土地取引の指標のひとつとなる基準地価格等の調査・公表

に要する経費

3. 地籍調査事業 ○補 2,047,030 1,957,300 地域の開発、保全及び利用の高度化に資するとともに、地

籍の明確化を図るため一筆ごとに調査・測量を行い、地籍

図・地籍簿を作成するために要する経費

Ⅲ 水資源対策費

1. 水資源対策事業 ○受○単 1,208 1,308 渇水・利水調整及び水の作文コンクールに要する経費

2. 紀の川流域水源地域整 22,000 20,000 紀の川利水対策により影響を受ける地域の総合的な整備振

備振興補助事業 ○単 興を図るため、市町等が実施する事業に対する助成に要す

る経費

3. 大滝ダム維持管理負担 11,000 11,000 将来の水需要の増加や渇水等の備えとして、大滝ダムの利

事業 ○単 水の権利を維持するために要する経費

過 疎 対 策 課
Ⅰ 計 画 調 査 費

1. 紀伊半島地域振興対策 2,383 2,383 紀伊半島の振興と活性化を図るため、総合的な施策を実施

事業 ○単 するとともに、「紀伊地域半島振興計画」の推進に要する

経費

2. 移住・交流推進事業 ○単 7,411 7,531 移住・二地域居住の推進を図るため、市町村の取組を支援

するとともに、官民が連携した推進組織による全県的な受

入態勢の充実に要する経費
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3. ふるさと定住センター 29,983 30,045 ふるさと定住センターの効率的な運営を行うための業務委

運営事業 ○単 託に要する経費

4. 移住推進空き家活用事 10,664 11,340 移住推進に空き家を活用するための改修支援等に要する経

業 ○補 費

5. 過疎集落再生・活性化 50,000 50,000 過疎生活圏単位で日常生活機能の確保や地域活性化を図る

支援事業 ○単 総合的な取組を推進する上で、特に緊要な事業の支援に要

する経費

6. 農山漁村交流活性化支 5,600 5,775 交流人口増大による地域活性化を図るため、農山漁村地域

援事業 ○単 における県内の小学生を対象とした民泊・農林漁業体験等

の実施を支援するために要する経費

7. 移住起業者受入支援事 10,000 10,000 現役世代の本県への移住を促進するため、県内での地域資

業 ○単 源を活用した起業や一次産業への就業に必要な初期活動経

費を支援するために要する経費

総合交通政策課
Ⅰ 企 画 総 務 費

1. 関西国際空港整備促進 1,810 20,710 関西国際空港の国際拠点空港としての強化を図るため、集

事業 ○単 客・利用促進事業やエアポートプロモーションの実施によ

る関西国際空港の需要喚起に要する経費

2. 白浜空港利用促進事業○単 4,500 － 南紀白浜空港の利用促進・需要喚起に要する経費

Ⅱ 交 通 対 策 費

1. 太平洋新国土軸・紀淡 1,155 1,261 太平洋新国土軸構想推進協議会等との連携のもと、紀淡海

海峡交流推進事業 ○単 峡ルートを含む太平洋新国土軸構想を推進するために要す

る経費

2. 地域交通確保維持改善 241,974 254,549 地域住民の日常生活上欠かせないバス路線（地域間幹線系

事業 ○単 統）を運行するバス事業者及び鉄道駅のバリアフリー化を

実施する市町村への助成に要する経費

3. 運輸振興助成事業 ○単 124,155 103,691 公共輸送機関の輸送力の確保やコスト上昇の抑制を図ると

ともに、地域交通における輸送サービスの改善に資するた

めに要する経費

4. ○新紀淡海峡ルート・フ 4,000 － 関空･紀淡･四国高速交通インフラ期成協議会等の活動を通

等性要必の備整ラフンイ通交速高、ていおに外内県、てじ整ンイレトジーゲーリ

備促進事業 ○単 の情報発信を行い、機運醸成を図るために要する経費

5. 和歌山おもてなしタク 2,692 － タクシーのおもてなし力向上を図るため、ドライバーを対

シー大作戦事業 ○単 象とした接客・接遇講習会を開催するとともに、ドライバ

ーへの継続的な見守りを実施するために要する経費

<人 権 局>

人 権 政 策 課
Ⅰ 社会福祉総務費

1. 人権相談窓口設置事業○単 3,460 3,582 （公財）和歌山県人権啓発センターへの人権相談事業の委

託及び人権週間に実施する特設人権相談窓口設置等に要す

る経費

―43―



- 5 -

○26 ○25

Ⅱ 地方改善事業費

1．部落史編纂支援事業 ○単 5,250 5,250 部落差別の歴史的過程の研究解明を促進し、効果的な人権

教育・人権啓発に寄与する「和歌山の部落史」編纂を支援

するために要する経費

人権施策推進課
Ⅰ 社会福祉総務費

1. 人権啓発事業 ○受○単 14,565 14,124 人権啓発活動の実施により、県民の人権意識の高揚を図る

ために要する経費

2. 人権尊重の社会づくり 27,235 28,838 市町村、企業、団体等との連携・協働により、すべての人

推進事業 ○単 の人権が尊重される社会の構築に要する経費

3. 人権啓発センター運営 64,196 62,996 （公財）和歌山県人権啓発センター運営支援に要する経費

補助事業 ○単

4. 人権啓発推進事業 ○受○単 14,324 17,109 （公財）和歌山県人権啓発センターへの人権啓発事業委託

に要する経費

5. 人権研修支援事業 ○受 1,045 960 企業等の自主的・主体的な人権啓発の取組を促進するた

め、研修会開催に要する経費
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